地公賃金等の労働条件について地公部会が総務省公務員部長と交渉－10月31日

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会地方公務員部会は10月31日、2012年地方公務員賃金等の労働条件に関して、総務省公務員部長交渉を実施した。地公部会からは、氏家自治労書記長（地公部会企画調整委員代表）、岡本日教組書記長、西川全水道書記長、山尾日高教書記長、藤川事務局長が、総務省からは、三輪公務員部長、植田公務員課長、五嶋高齢対策室長らが出席した。

冒頭、氏家自治労書記長から要請書（別紙）を手交し、藤川事務局長が要請の趣旨を説明した後、以下の４点について総務省の回答を求めた。

(1) 地方公務員の自律的労使関係制度に関わる地方公務員法改正案等の早期閣議決定、成立をはかること。

(2) 地方公務員の給与決定について、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自己決定が尊重されるよう対応すること。特に、国家公務員の給与改定・臨時特例法に基づく臨時特例減額が地方公務員給与へ波及しないよう特段の対応を行うこと。

(3) 地方公務員の雇用と年金の確実な接続と生活できる給与の確保を実現するため、国に遅れないよう制度設計を進めること。それにあたっては、地方公務員の実情を踏まえたものとなるよう地方公務員部会との十分な交渉・協議の場を設けること。

(4) 臨時・非常勤職員の任用や処遇改善に関わっては、以下の実現をはかること。第180通常国会において、川端総務大臣が「（地方自治体の臨時・非常勤職員に関する）この問題は極めて重要であるというふうに考えておりまして、改めて実態の把握も現在行っているところでございます。その任用と処遇の在り方について、幅広く検討を加速させてまいりたいと思っております。」と答弁したことを踏まえて、地方公務員部会との十分な交渉・協議のもと、臨時・非常勤職員の雇用安定・労働条件改善に向けた法整備等を進めること。

　①　パートタイム労働法の趣旨、労働契約法の改正の動向を十分踏まえた法整備の実現をはかること。

　②　勤務実態や勤務時間に着目して常勤の職員に該当すると見なされる臨時・非常勤職員には諸手当支給は違法ではないとした司法判断を尊重した対応を行うこと。

　③　専門的な知識と、実務経験の積み重ねが必要とされる公共サービスに従事する臨時・非常勤職員について任用や処遇改善に関わって、「地方消費者行政の持続的な展開とさらなる充実・強化に向けた支援策についての建議」等で指摘されたことを参考にし、必要な対応を行うこと。

　これに対して、三輪公務員部長は、次の通り回答した。

(1) 国家公務員については、関連四法案が国会に提出され、先の通常国会で審議入りしたところであるが、地方公務員については、関係する法案が提出に至らなかった。

　 この間、関係者の方々の理解を十分に得ることができなかったという経過があったことから、その理解を深める取組みを強めることとし、有識者で構成される会議を設置したところであるが、先般、会議における議論が終了し、近日中に、報告書が取りまとめられることとなっている。

　 この会議の報告書も最大限活用し、関係者の理解を深める取組を進め、臨時国会に法案を提出すべく努力を進めてまいりたい。

(2) 給与改定・臨時特例法においては、地方公務員の給与について、同法附則第12条で「地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」と規定されているところである。

　 給与改定・臨時特例法が成立した２月には、総務省から「地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるよう期待」する旨の技術的助言を行ったところ。

　 したがって、各地方公共団体に対し、今回の国家公務員に係る時限的な給与削減措置と同様の措置を実施するよう要請することや、強制することは考えていない。

(3) 地方公務員の雇用と年金の接続については、国家公務員の基本方針を踏まえつつ、地方の実情にも留意し、地方公務員部会を含む地方自治体関係者のご意見を十分伺った上で、検討を進めてきた。

　 先般、地方公務員の雇用と年金の接続に関する制度概要（案）を公表し、「定年退職する職員が再任用を希望する場合、当該職員の任命権者は、定年退職日の翌日、当該職員を再任用職員として採用するものとすること。」としたところである。

　 この制度概要（案）をもとに、現在、地方公務員法改正案の策定作業を進めているところであり、引き続き皆さんのお話をよく伺いながら、与党のご理解を得て、早期に国会に提出したいと考えているところである。

(4) パートタイム労働法や労働契約法については、公務員は適用が除外されているが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向を十分に念頭に置くことも必要である。

　 臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行って参りたい。

　 臨時・非常勤職員は、任期を限って臨時的・補助的業務に任用されるもので、本格的な業務に従事する場合には、手当の支給が可能な任期付短時間勤務職員制度を活用することが可能である。

　 地方公共団体においては、臨時・非常勤職員が多くの行政サービスを担っている実態がある。一方で、臨時・非常勤職員については、処遇の問題や任用のあり方の問題等、様々な課題が指摘されているところ。

　 臨時・非常勤職員の任用と処遇については、各地方公共団体が責任を持って対応していくべきものであるが、総務省としても、改めて実態の把握を行っているところであり、その任用と処遇の在り方について幅広く検討していくこととしている。

　この回答に対して、更に地公部会から、以下の通り総務省としての考え方を資した。

(1) 地方公務員の自律的労使関係制度については、労働組合としても、自治体の首長対策を行い、制度に理解を示している首長もいることを伝えてきた。10月25日の民主党公務員制度改革PTの場において、稲見政務官は、臨時国会中の自律的労使関係制度に関わる地公法改正案等の閣議決定を行う旨の御発言をされたが、具体的な日程観を教えて頂きたい。閣議決定が行われる前には、私どもとの交渉・協議の場を持つことを要請する。

(2) 地方公務員給与へのいらぬ社会的・政治的批判を招かないためにもラスパイレス比較を公表しないよう求める。

(3) 国の動向がいかんであれ、地方公務員の雇用と年金の確実な接続については定年延長を求めている。総務省は、最大限の努力を行う必要があると考えるが、部長の見解はいかがか。また、それにあたっては、私どもとの十分な交渉・協議をもつことを求めておきたい。

(4) 現在実施している臨時・非常勤職員の実態調査を踏まえた今後の対応に関わっては、遅滞なき情報提供とともに、われわれと十分な交渉・協議のもと進めて頂きたい。現在の調査の集約、それを受けた総務省としての態度決定等のスケジュール観を教えていただきたい。

　これに対して、三輪公務員部長は、以下の通り回答した。

(1) 地方公務員の自律的労使関係制度の今後については先ほども申し上げたところであるが、これからも皆さんと連携しながら、臨時国会に法案を提出すべく努力を進めてまいりたい。

(2) ラスパイレス比較の公表については、例年、総務省においては、４月１日現在における地方公務員の給与実態の調査を行い、国と地方の給与水準を比較したラスパイレス指数を含めた調査結果を同年12月末に公表しているところである。今年度の調査結果の公表についても、東日本大震災の被災市町村の状況等にも配慮しながら、基本的には例年と同様のスケジュールで公表が可能となるよう作業を進めてまいる予定である。

(3) 雇用と年金の接続については、平成25年度以降の公的年金の支給開始年齢引上げを控え、雇用と年金を確実に接続するためには、国家公務員に係る法案と合わせて、地方公務員法改正案が国会で早期に成立する必要があると考えている。今後も皆さんのお話をよく伺いながら、地方の法案も閣議決定及び国会での早期成立に向けて努力してまいりたい。

(4) 現在行っている臨時・非常勤職員に関する調査については、11月９日(金)までに全地方公共団体から回答をいただくこととしている。

　 取りまとめ結果の公表については、年内に行うことを考えており、調査結果の内容を踏まえて、皆さんのご意見を伺いながら、臨時・非常勤職員の任用と処遇の在り方について検討してまいりたい。

　この回答に対して、地公部会からは「国家公務員の再任用制度の改正法案では、「フルタイム再任用の義務化」とされているが、地方公務員の再任用制度改正案は、「再任用の義務化」と聞いている。この違いの理由を教えてほしい。また、雇用と年金が確実に接続されなければならないと思うが、一部の自治体では、再任用の枠が削られ、新規採用が優先されている。そのようなことがないよう再任用を優先すべきである」と要求した。

　それに対して、三輪公務員部長は以下の通り答えた。

①　1700団体もの地方公共団体が存在し、人事のパターン、年齢構成、地域の実情等、様々である。現在任意に実施されている再任用についても、自治体ごとにそれぞれの工夫で運用されている。その中で、これからの年金の問題や人事管理の問題を考えると、選択の余地がなければ現場での運用が難しいというのが、私どもが行った各地方公共団体に対するアンケートでも、かなり鮮明に出てきた。そのような意見を斟酌し、今提案しているような制度にしたいという整理をしたというところ。

②　各地方公共団体で人事管理が適切になされ、その中で、雇用と年金の接続が適切に実施されていくという趣旨に沿うような制度設計が必要である。雇用と年金の接続という趣旨が実施され、一方で、自治体の人事管理の運営が適切に行えるような制度設計、運用ができるように引き続き努力していきたい。

　最後に、藤川副事務局長から「ラスパイレス指数について、例年通りのスケジュールで作業しているということだが、社会的、政治的な批判を引き起こすことが予想される。よけいな話にならないように、様々な工夫について相談させてほしい。また、雇用と年金の接続は、使用者としての責務である。このような厳しい環境の中でも、地方公務員が誇りをもって働くことができるよう、総務省としても、今後も努力をお願いしたい」と要請し、交渉を終えた。

以上

